初期社会科における「余暇」観に関する一考察　―問題設定とその社会機能の視点から― by 小島 大輔
91
初期社会科における「余暇」観に関する一考察―問題設定とその社会機能の視点から―長崎国際大学教育基盤センター紀要　第１巻　２０１８年２月　９１頁～１０１頁
初期社会科における「余暇」観に関する一考察
―問題設定とその社会機能の視点から―
小 島 大 輔
（長崎国際大学　人間社会学部　国際観光学科）
Views about“Leisure”in Early Post-War Social Studies Education in Japan: 
Problem Setting and Social Function of the Unit
Daisuke KOJIMA
（Faculty of Human and Social Studies Department of International Tourism, 
Nagasaki International University）
Abstract
This paper aims to examine the unit“How Can We Extend Opportunities for the Wise Use of Leisure Time”
in the Course of Study for the Social Studies II（tentative）issued in Japan in １９４７ from the perspectives of 
problem setting and social function.　The results are as follows:
“The Wise Use of Leisure Time”unit reflected the contents of Course of Study for Virginia, which was 
influenced by the recreation movement in the U.S. Under the recreation movement after WW II, the idea of
“The Wise Use of Leisure Time”turned leisure time into a social problem by contrasting it with recreation 
in Japan.　In the context of norms of leisure time and expansion of the concept of“recreation,” the unit
“The Wise Use of Leisure Time”presented inherently free leisure time as recreation with a“social function.”
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要　旨
本稿では、『学習指導要領社会科編 （第七学年～第十学年）（試案）』で示された中学校第１学年の単元「わ
れわれは余暇をうまく利用するには、どうしたらよいだろうか」（以下「余暇利用」単元）について、問題設定
と社会機能の視点から検討し、以下のことを明らかにした。
「余暇利用」単元の設置には、アメリカのレクリエーション運動が影響したヴァージニア・プランが反映され
た。一方、日本における戦後のレクリエーション運動は、「余暇善用論」の展開の一つであり、レクリエーショ
ンとの対比で余暇が問題化されていった。この「余暇善用」を前提とした余暇の規範化と、その方法としてのレ
クリエーションの普及という背景から、「余暇利用」単元が、本来的に自由な時間である余暇が、レクリエーショ
ンとしてすべて「社会生活の主要機能」に帰属させられる短絡的な展開になっていた。
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研究ノート 
Ⅰ　は じ め に
　中学校社会科の２０１７年度版新学習指導要領（以下
新学習指導要領）では、課題の発見・解決が重視さ
れている。社会科では、初期社会科と称される教科
成立当初、問題解決学習として最もこの傾向が強
かった。以降、社会科の系統化が進み問題の解決に
類する事項が学習指導要領であげられることはな
かった。再び注目されたのは１９８９年以降であり、当
時の学習指導要領の改訂で示された学力観との関連
から注目された（谷川１９９３）。さらに、１９９８年の中
教審答申を受け、学習指導要領に「総合的な学習の
時間」が設けられ、学習活動の一つとして問題解決
学習が実践されるようになった。
　社会科の成立史についてはこれまで様々な研究の
蓄積がある。しかし、問題解決が重視されたその成
立の背景から考えると、個別の単元内容と当時の社
会との関係という重要な点が看過されてきた。
　初期社会科のカリキュラム編成の概要は以下のよ
うに示される。１９４７年に文部省より示された『学習
指導要領社会科編 （試案）』１）は、重松鷹泰氏を委
員長とした文部省の初等社会科委員会が原案を作成
し、GHQ の CIE 教育課小学校社会科担当官ハーク
ネス氏が助言・承認する流れで作成された（木村２００１）。
この際に参照されたのが、アメリカ合衆国ヴァージ
ニア州の１９４３年版初等社会科学習指導要領であるヴァー
ジニア・プランである（重松１９５５）。
　ヴァージニア・プランのカリキュラム編成では、
「社会生活の主なる機能」で規定した学習範囲「ス
コープ」に、「興味の中心」からみてどの順序で学
ばせるかという配列「シークエンス」の交点に単元
を設定する方式が採られている（倉沢１９４８）。これ
は、社会機能法を取り入れたスコープ＝シークエン
ス法という体系的な単元構成法を開拓したものとし
て高く評価されている（木村・片上１９８４）。また、
もう一つの特徴が、問題学習を中心とするコア・カ
リキュラムという点である。そこでは、「教育の目
的にかなった、ある主要な目標を達成する過程にお
いて、子供たちの行うまとまった一連の活動」を学
習単元とした問題が提示されている（倉沢［１９４８: 
３３］）。
　『要領』は、ハークネス氏の指示により、上述
のヴァージニア・プランの「スコープ」と「シーク
エンス」を日本的に組みかえたものを作成すること
から始まったという（重松［１９５５:７］）。すなわち、
カリキュラム編成が先で、その後に教科の理念が構
築されていった（木村２００１）。したがって、社会科
成立時の単元等のカリキュラム編成には、この影響
が強く表れていると考えられる。
　『要領』は、勝田守一氏を委員長とした中等学
校担当の社会科委員会が原案を作成し、CIE のオズ
ボーン氏とボールズ氏が助言を与えるかたちでわず
か４か月で作成され（木村１９８８）、１９４７年６月に刊
行された。作成にはアメリカ合衆国ミズーリ州の学
習指導要領（以下ミズーリ・プラン）などが参考に
された。勝田氏は、「『公民教師用書』の知識の総合
性と実践的知性の要求が、問題単元構成方法をもっ
て、教育内容の総合性と問題解決的知性の発展を通
して」実現されることを望んだが、教科の系統は基
本的には崩れなかったという（勝田［１９６１:５８］）。谷
本（１９９１b）は勝田（１９６１、１９７２）などの記述を参
考にしながら、その単元の内容領域の選択基準とし
て、「憲法に基づく民主政治または民主主義の理念」、
「ヴァージニア初等学校プラン及び中等学校プラン
が採用していた社会生活の主要機能」、「ミズーリ初
等学校プラン及び中等学校プランの内容領域」、「『中
等学校・教師用書』の教材配当表の内容領域の大綱」
および「地理・歴史・公民などの内容の系統」とい
う５つの観点で整理している（谷本［１９９１b:９１］）。
ただし、木村（１９８６）によると、内容については
１９４１年版ミズーリ・プランからの影響は認められな
いという。
　以上のように、成立の背景から初期社会科を考え
た場合、社会機能法によって構成された「スコープ」
における問題として提示された単元内容を検討する
ことも、当時の社会状況と社会科のあり方において
重要な視点と考えられる。すなわち、「スコープ」
に求められた社会機能および社会における「スコー
プ」の状況という２点を比較検討することによって、
設定された単元を新たな視点で検討することができ
ると考えられる。
　そこで、本稿ではこの「スコープ」の一つ「娯楽
（recreation）」を取り上げたい。特に、中学校第１
92
小島大輔
93
初期社会科における「余暇」観に関する一考察―問題設定とその社会機能の視点から―
学年で「日本におけるわれわれの生活」という「シー
クエンス」の６つ目「われわれは余暇をうまく利用
するには、どうしたらよいだろうか」という単元
（以下「余暇利用」単元）を取り上げる。この「余
暇利用」単元について、①余暇研究からみた終戦直
後の余暇観と余暇の実情、および②初期社会科にお
ける「スコープ」としての余暇観の両者の関係につ
いて検討することを本稿の目的とする。
　①については、余暇研究における「余暇善用論」
の視点から、戦後直後の余暇に求められた機能およ
びその実践をめぐる状況という点で整理したい。②
については、『要領』の「余暇利用」単元内容に
ついて、余暇における問題設定、解決方法の提示な
どの単元の展開を検討する。
Ⅱ　初期社会科における「余暇利用」単元の位置付け
　『要領』には、小中学校一貫した社会科として
の一般目標が１５項目あげられ、そのうち「１４ 娯楽や
運動の自然的並びに社会的背景を知ってこれらの発
達を理解すること」が、「娯楽スコープ」を規定し
ていると考えられる。この領域について、小学校第
１～６学年すべてに「娯楽スコープ」に関する単元
がある。木村（１９９２、２００１）によると、小学校第１、
２　 、５　 、６　 学年の余暇に関連する単元はヴァージニ
ア・プランの内容を翻訳して作成されたもの、第３、
４
　
 学年の単元はヴァージニア・プランの翻訳だが学
習活動の多くは日本側で作成されたものと判定され
ている。
　一方、『要領』では、中学校第１学年において
唯一、「われわれは余暇をうまく利用するには、ど
うしたらよいだろうか」という単元（以下「余暇利
用」単元）がある。小学校から一貫した「娯楽ス
コープ」における最後の単元であり、上位学年で余
暇に関する単元はない。
　谷本（１９９１b）や木村・片上（１９８４）の研究から、
「余暇利用」単元の由来として、初等・中等で共通
する「娯楽スコープ」について、１９４１年版中等ヴァー
ジニア・プランの日本の中学校第２学年に当たる単
元で「余暇の上手な使い方を学ぶ」が、１９４３年版初
等ヴァージニア・プランの日本の中学校第１学年の
「アスペクト」として「社会や政府の組織は余暇を
うまく利用する機会を、どのように広めているだろ
うか」が、その問題単元「余暇を上手に利用するた
めに、私たちはどのように協力して準備すればよい
か」があることが確認できる。
　木村（１９９０）はさらに記載内容を検討し、「余暇
利用」単元については、単元の主題にはヴァージニ
ア・プランの影響がみられるが、記載内容への影響
は確認できなかったという。加えて、１９４６年に発行
された『中等学校・青年学校公民教師用書（続）―
（第三章）』との関係を検討した結果、『要領』の
「余暇利用」単元の４３の「学習活動の例」のうち「
社会生活」より４つの活動が繰り込まれているとい
う。
　また、木村（１９８８）は、CIE 文章から１９４７年版中
等社会科指導要領の作成過程を示している。それに
よると、「余暇利用」単元は当初、中学校第３学年
の単元２イ 「われわれの芸術的な欲求を満足させる
ために、社会はどんな機会を与えているか」に統合
することが議論されたが実行に移されず、独立した
単元として、記載されるようになったという。
　以上のように、『要領』の「余暇利用」単元は、
ヴァージニア・プランの多くを参考にした『要領Ⅰ』
よりも系統学習の傾向があるカリキュラム編成がな
されるなか、ヴァージニア・プランと同様の一つの
独立した単元として採用されていった。これは、「余
暇利用」が「社会機能の主要素」として必要である
と考えられていた証左といえる。
　そもそも、「スコープ」の一つに「娯楽」がある
由来として、松延（１９５６）は、１９１８年にアメリカで
施行された７つの教育基本指針の「１．健康保全」、
「６．余暇の利用」が当時のアメリカにおけるレク
リエーション運動に関連深く、戦前のアメリカの社
会教育におけるレクリエーションの重要性が大きかっ
たことを指摘している。また、これによって、「余
暇の正用（宮坂［１９４９:４６４］）」が中等学校の教育目
的に正式にあげられるようになった。そのため、
ヴァージニア・プランにもその影響が現れ、「社会
機能の主要素」として「余暇利用」が構成されてい
たと考えられる。
Ⅲ　初期社会科展開時期の余暇の状況
１．余暇善用論
　まず、「余暇善用論」という視点を整理し、次節
に分析の視角を示したい。
　「余暇善用論」の考え方の根底には、「余暇は放っ
ておくと悪や退廃に傾くものだから、これを上手に
活用して善きものを生み出そうと努めるのが人間の
あるべき姿勢」という「常識」がある（薗田［２０１３: 
２１４］）。ここで、余暇研究で頻繁に使用される余暇
の定義・特徴を用いて考え方を例示したい。
　Dumazedier（１９６２）は、「個人が職場や家庭、社
会から課せられた義務から解放されたときに、休息
のため、気晴し（ママ）のため、あるいは利得とは
無関係な知識や能力の養成、自発的な社会的参加、
自由な創造力の発揮のために、全く随意に行う活動
の総体（デュマズディエ［１９７２:１９］）」と定義し、ま
た余暇の機能として、①休息、②気晴らし、③自己
開発の３つをあげている。一方で、Dumazedier（１９６８）
は、「レジャーは自由の選択の結果である。」また、
「レジャーは、基礎的な社会組織によって規定され
ている制度的義務からの自由を意味する。（デュマ
ズディエ［１９７３:５１］）」とも主張している。
　これに対して、霧生（１９６９）は、「第二の気晴ら
しと第三の人格発展とは、これを同列に並べること
はおかしい。なぜなら、気晴らしはレジャーのある
姿であり、人格発展は、そのあるべき姿だからであ
る。（霧生［１９６９:１４９］）」と述べている。さらに、小
澤（２００１）は、①休息、②気晴らし、③自己開発を
同列に並べることで「本来的意義（あるべき姿）に
規範的言明を容易に滑り込ませる傾向」を１９７０年代
に展開された余暇社会論の特徴として見出している
（小澤［２００１:９３］）。
　１９世紀後半の欧米においても自由時間を「監視し、
統制し、教化し、奨励することが問題だった（コル
バン［２０００:１１］）」のであり、日本においても西洋に
おいても近代以降、たびたび余暇が社会問題の一部
として取り上げられてきた。小澤（２００３）は日本に
おける余暇の問題化を、①大正期の「娯楽」、②戦
時期の厚生運動、③戦後期から１９６０年代のレクリ
エーション運動、④１９７０年代のレジャー、⑤１９８０年
代以降の「消費」「自由時間」「ゆとり」という時期
という時期区分で検討している。
　とくに、前述④に関連する「レジャー・ブーム」
の時期、鷹取（１９７４）は、余暇時間の増大を背景と
して、「『余暇善用論』に立脚した、有用で、模範と
なり、堕落していない遊び、即ちレジャー活動の指
導が強調されて（鷹取［１９７４:８２］）」きたことを指摘
している。また、小澤（２００１）は、余暇が「問題」
として語られ、「『余暇』を『自己実現』の場として
見なす主張を頻繁に反復する（小澤［２００１:９０］）」１９７０
年代について、「システムとしての機能的価値が直
接的に判然としない『余暇』という存在について、
主体的に関連する本来的意義を与えることで〈社会〉
は居心地の悪い存在を馴致したことにしているので
はないか（小澤［２００１:９４］）」と述べている。
２．レクリエーション観からみた余暇の「問題」
　ここでは、初期社会科が展開された１９４０年代後半
から１９５０年代前半におけるレクリエーションに関す
る主要な文献を用いて、「余暇善用論」の視点から、
余暇の問題化、余暇利用の規範化、余暇とレクリ
エーションの関係などを中心に当時の余暇観につい
て検討する。
　戦後のレクリエーション研究を整理した巻（１９７７）
によると、１９４８年頃よりレクリエーション論が現れ
はじめ、１９４９年に前川（１９４９）の『レクリエイショ
ン』、白山（１９４９）の『レクリエーション―理論と
実際―』が発刊された。その後、小・中・高校生用
のレクリエーションの参考書として綜合生活文化研
究所編（１９５０）の『レクリエーション辞典』が、社
会体育との視点からレクリエーションを論じた柳田
（１９５１）『社会体育―レクリエーション―』が出版さ
れた。
　前川（１９４９）は、当時の余暇の状況として、「個
人が自由に、その時間を使いうるという点に、重大
な問題が生じてくる。即ち余暇は個人が自由に使用
しうるときであるだけに、使いかたによっては、人
間形成的にもなれば反対に人間を破かいに導く（前
川［１９４９:１０］）」とし、アメリカの労働時間短縮の時
期に「余暇教育」に関心が高まったことをあげ、レ
クリエーションが余暇教育の一環として考えられて
きたことを述べている。また、「レクリエーション
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には面白味と、自由さと、再生産という意味が含ま
れている（前川［１９４９:１６］）」という機能を示し、
「レクリエーションの成立は活動の形式ではなくし
て、…それから何を求めようとするか、それによっ
て何を感ずるかという主観性の問題に帰着する」こ
とを指摘している（前川［１９４９:１７］）。
　白山（１９４９）は終戦直後のレクリエーションの実
情を次のように表現している。「レクリエーション
とは何であるかの理解は、相変わらず乏しく、いま
だ啓蒙運動の時代が続いている」、「進駐軍軍政部の
人々はレクリエーションを特に強調しておられる」、
「学校でレクリエーションを学生にやらせなければ
ならないのは判るが、しかし何をやったらよいのか、
それよりも、レクリエーションとは何かということ
に迷っている」（白山［１９４９:２］）。また、レクリエー
ションを「普通の娯楽とは異なるところの楽しみ
（白山［１９４９:６］）」、「娯楽より区別されたもの（白山
［１９４９:６］）」でなければならないとし、レクリエーショ
ンを「苦痛を伴い、精力を消耗する、勤労の反面の
生活であって、喜びをともない、精力を再創造する
人間の生活行動（白山［１９４９:９］）」と定義している。
また、「適切なレクリエーションを豊富に与え、労
働時間を短くハッキリと定めるとき始めて（ママ）
張り切った能率的な仕業が行われる（白山［１９４９: 
１９］）」とあるように再生産の機能が強調されている。
　綜合生活文化研究所編（１９５０）『レクリエーショ
ン辞典』では、その冒頭に娯楽と体育とは異なるレ
クリエーションとしての位置付けと機能が、以下の
ように記されている。
…この本は単なる体育の参考書ではない。といっ
て巷にはんらんする、たんなる娯楽の本でもない。
あくまでも、レクリエーション辞典である。
…「よく学び、よく遊べ」という諺にもあるように…
諸君の勉強は、時をりの休息と楽しみがあってこそ、
よりよい効果が生まれてくるのです。ここに、レク
リエーションの必要があるのです。…２）
　他方、柳田（１９５１）は、「社会的不調節」という
視点から、アメリカの研究成果を検討し、少年犯罪
とレクリエーションの関係を述べている。そこでは、
「人間は生まれながらにして犯罪者ではない。適当
なレクリエーションの欠如のため不幸な経路を重ね
ているうちに悪い環境に影響されて犯罪者となって
いくのである。」と述べ、「適当な監督指導の下にレ
クリエーションがなされなければならない」と主張
している（柳田［１９５１:５７］）。さらに、余暇に対する
考え方として、「成人は訓練と指導がないと往々余
暇を無駄に過したり、時には利用を過ったりするし、
青少年も訓練と指導がないと遊び方がわからなため
に過ちを起こすようなことが多いのである。（柳田
［１９５１:７２］）」という記述もある。
　さらに、上述した文献のうち特筆すべきは、白山
（１９４９）と柳田（１９５１）の巻頭で GHQ 関係者の序
文・推薦文が添えられていることである。まず、白
山（１９４９）の冒頭には、ノビール氏が以下の序文
（抜粋）を寄せている。
…デモクラシー発展の線に沿って、まず自由の増
大、殊に婦人の自由の増大、次に大多数の人々につ
いて余暇の増大ということが起ってくる。
この自由の適切な指導とこの余暇の適正な使用と
が第一に解決されなければならない問題である。よ
く組織されよく運営されたレクリエーション運動は、
この問題の解決を実質的に助けるであろう。…
デモクラシーの教育としてはレクリエーションの
実行ということにまさる方法はない。又大人といわ
ず、子供といわず、これに適した健全なレクリエー
ションの組織と指導とを与えるということは、とり
もなおさずデモクラシーを現実に実施することであ
り、デモクラシー実行の舞台としてはこれに優るも
のはない。…３）
　また、柳田（１９５１）には、ニブロ氏による以下の
推薦文（抜粋）が掲載されている。
…ますます多くの人々が彼等の能力と欲望に応じ
て使うことのできるかなりの時間の余暇を見出すに
つれて、余暇時間の建設的利用を指導し援助すると
いうことが焦眉の問題になりました。
…（この）書物が、レクリエーション及びレクリエー
ションがより立派なそしてより美しい日本文化を建
設する上に果すことのできる又果さなければならな
い役割を興味をもって理解しようとする人に非常に
参考になるものと信じております。…４）
　また、後述する全国レクリエーション大会の第６
回（１９５２年）について、大会関係者より「『レクリ
エーション』のあり方について熱烈な討議を重ね、…
余暇善用についての深い研究と今後の在り方につい
ての発表…いささか寄与して得た大会」という評価
がされている。また、当時の熊本県のレクリエーショ
ンの状況について、「次第に『健全な遊び』として
のスポーツさらにレクリエーションについての認識
が深まり」という記述が残されている（吉田［１９６６:１１４
１１５］）。
　以上のように、終戦直後の余暇観を検討した結果、
余暇の利用を問題化し、労働生産性の向上、「デモ
クラシー教育」および犯罪の防止など社会に対する
余暇の「善用」というかたちで語られ、それは GHQ 
の影響を受けていたことが明らかになった。さらに、
レクリエーションは、余暇における単なる娯楽、遊
びでとは異なるかなりの「価値志向性（青野［２０１４:
４］）」を有しており、当時の「余暇善用」の手段と
して活用されていったと考えられる。その実践が戦
後直後の日本に導入されたアメリカ型のレクリエー
ション運動であり、当時の余暇においては、レクリ
エーションをいかに展開していくかが大きな課題に
なっていたことがわかる。
　そこで、次節では、終戦直後のレクリエーション
運動の実態について整理していきたい。
３．レクリエーション運動の展開
　戦前に展開されていた日本の厚生運動は、１９２０年
代に全世界に広まったアメリカのレクリエーション
運動に由来する。１９世紀末のシカゴにおいて、青少
年の非行や暴力への対策として、遊び場を確保して
健全育成を図るという「プレイグラウンド運動」が
始まった。その後、この運動はアメリカ全土に広が
り、砂場、ブランコ、滑り台などの遊具がある遊び
場が設けられていった。１９２９年から生じた世界恐慌
により、さらに、成人も対象としたレクリエーショ
ン運動として展開されていった（薗田１９９８a）。当時
の日本において、“recreation”は「娯楽」として訳
され、民衆娯楽の問題が取り上げられていた（小澤
２００３）。
　しかし、アメリカのレクリエーション運動が日本
に厚生運動として導入された際は、ドイツの K.d.F. 
運動やイタリアのトポ・ラボーロ運動をモデルとし
て、戦争下における「人的資源の向上（園田［１９９８a: 
２１］）」のため、国民の体力および精神力の向上が図
られていた。そのため、その目的も内容もアメリカ
におけるレクリエーション運動とは異なっていた。
　終戦直後、戦前の厚生運動は、GHQ の下、民主
化政策の一環としてアメリカ型のレクリエーション
運動へと転換していった。浅野ほか（１９９８）は、こ
の昭和２０年代を「戦後まもなくのレクリエーション・
ブーム（浅野ほか［１９９８:７６］）」と表現している。以
後、アメリカから多様なレクリエーションが日本に
導入されていった（小田切１９９８）。その代表例には、
施設や用具が不要で大勢できるものとして（西田１９６６）、
１９４６年に長崎で指導が始まったスクエアダンスがあ
る。
　まず、戦時中厚生省の所管とされた社会人の体育
はその経緯から脱却するため、文部省の学校体育と
一元化し１９４６年１月に体育局振興課になった。また、
戦前の厚生運動の推進を担っていた日本厚生協会は、
戦時中はその活動が規制されていたが、「新しい時
代に即応した本来のレクリエーション運動（西田
［１９６６:４７］）」推進のために１９４６年９月に日本厚生運
動連合に改められ、文部省と厚生省の共管する団体
になった。また、「レクリエーション」という言葉
にも問題があったという。適切な日本語に訳して普
及することが試みられたが、適切な言葉がなく当面
そのまま使用することになった（西田１９６６）。
　一方、この時期全国の地方自治体での社会教育施
設整備、社会教育主事講習などの人材育成、婦人団
体連絡協議会などの団体育成が国主導で行われた。
社会教育分野の関係団体育成のため、１９４５年９月に
青少年団体の設置・育成の通牒、同年１１月に都道府
県社会教育協会の通牒、１９４６年８月に社会体育の普
及奨励についての通達、１９４８年２月に労働者に対す
る社会教育についての建議が文部省より出された
（瀬沼２００３）。
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　そして、１９４９年６月に社会教育法が公布された。
そこには「社会体育（体育とレクリエーションの活
動を含む）」として日本の法制上で初めてレクリエー
ションという言葉が掲載された。これによって、そ
れまでレクリエーションを推奨する程度であったも
のが、国や地方自治体の責務として明確化され、体
育とレクリエーションが行政の社会教育の仕事となっ
た。一方で、公民館ではその仕事の一つとしてレク
リエーションが認められ、婦人団体、青少年団体が
レクリエーションの実践に乗り出し、社会教育主事
や公民館主事らがレクリエーションをその活動とし
て採用していった。この結果、行政主導で進められ
てきたレクリエーション運動が民衆の間で急速に普
及していった（西田１９６６）。
　他方、１９４７年１０月に石川県金沢市にて第１回全国
レクリエーション大会が、第２回国民体育大会と併
せて開催された。この時の協議事項は、①労働組合
とレクリエーション運動、戦災地とレクリエーショ
ン運動、③レクリエーション運動としての社交ダン
ス、④レクリエーション運動の原理と内容、⑤レク
リエーション協会と運営、⑥青少年防犯とレクリエー
ションであった（野々宮［１９９８:９３］）。また、レクリ
エーション施設の充実に関する５カ条の建議が政府
に提出された。これらのことから、労働環境の改善、
レクリエーションの普及、レクリエーション施設の
設置などを民主的に進めていくという、アメリカの
レクリエーション運動からの影響が大きかったこと
がわかる。また、この大会にて日本レクリエーショ
ン協議会が発足し、翌年１９４８年に文部省所管の財団
法人日本レクリエーション協会へと発展していった。
さらに、１９５１年にレクリエーション指導者認定制度
が開始された。
　このような全国大会が開催されるようになり、レ
クリエーション運動は全国的に広がっていった。レ
クリエーション協会を持つ都道府県は、１９５０年代半
ばまでに１８にのぼり（薗田１９９８b）、全国的な広がり
をみせていた。ただし、当時のレクリエーションの
拡大には、二面性があったことが指摘されている。
文部省が直接支援し、「レクリエーションの振興を
民主的日本の建設に向けてのプログラムの一つと位
置付けたこと」で、都道府県や市町村の教育委員会
がレクリエーションを取り上げ始めたのである。そ
の結果、「初期の全国レクリエーション大会やレク
リエーション指導者養成の講習会は、各地のレクリ
エーション担当に任ぜられた公務員が主要な参加者」
だったという（薗田［１９９８b:１５６］）。
　終戦直後、アメリカの示唆によって始まったレク
リエーション運動は、「人生を楽しく創造的に」と
いう理念と、アメリカ由来のレクリエーション・プ
ログラムによって進められた結果、戦中の重苦しい
雰囲気から解放された多くの人々が惹かれていった
（薗田［１９９８b:１５６］）。しかし、「実際、一般市民は食
うや食わずの半飢餓状態で、新しいレクリエーショ
ンを仕入れるための時間と金銭の余裕があろうはず
が な かった（薗 田［１９９８b:１５６］）」と い う。瀬 沼
（２００３）は、１９４５～５５年の余暇行政は、「生活防衛の
底流にあって、戦後の復興とともに、機をうかがっ
ている状態（瀬沼［２００３:２８２９］）」だったと表現し
ている。すなわち、「レクリエーション運動とは、
行政の戦後の新しいスタイルを住民に示すための、
上からの官製運動であるほかなかった（薗田［１９９８b: 
１５６］）」といわれている。以降１９６０年代半ばまでは、
上述のような CIE の影響を引き継ぐ行政主導による
レクリエーションの啓発活動が展開されていった
（小田切１９９８）。
Ⅳ　「余暇利用」単元の「余暇」観
　本章では、『要領』の「第二章 第七学年（中学
校第一学年） 単元六」に記載された「余暇利用」単
元の内容について検討する。
１．「要旨」における余暇の「問題」化
　まず、「要旨」の項目では、以下３つの余暇の現
状について「問題」があげられている。
　一つ目として、労働の単純化・つまらなさ・疲労
が強調され、それに対する余暇とその機能が位置付
けられている。「…労働は、それほどおもしろいも
のではなく、また、疲労しやすい。このようにすす
んだ生産社会では、これまで聖なる祈り一日であっ
た日曜日は、休養と娯楽の週末休みの意味をもつよ
うになってきた。」また、「そこで、労働組合などが、
労働時間の短縮を、資本家側に要求するようになる
のも、自然の成り行きであろう。」と、労働時間短
縮すなわち余暇時間増大の傾向があることが示され
ている。
　二つ目は、「家庭生活の民主化」という点で、「家
庭の主婦」の余暇時間の少なさが問題とされている。
これに対し、「家事労働から少しでも解放して、そ
れによって生まれる時間を利用することにより、婦
人の一般的教養を高め、その地位を向上させる」こ
とが提示されている。また、「レクリエーションの
問題はなによりもまず、より多くの余暇を生み出す
ために日常生活の能率をたかめることを意味する」
とし、この点で労働に季節的偏向があり家族労働で
ある「農家の人々は過労に陥りやすい」としている。
　三つ目には、「注意しなければならない点は、集
団レクリエーションや、遊びを通じて他の人と協力
することである。」と記されている。すなわち、レ
クリエーションを通じた民主的態度の醸成が意図さ
れている。その背景として、これまでの大衆の余暇
について、「道楽や暇つぶしにする慰みというもの
は、ともすれば、自分一人が楽しむといった利己的
な芸事に傾きやすく」や「暇ができた場合に選ぶこ
とろの道楽や芸事は、肉体的な快楽のみを一般に選
ぶような悪い習慣に陥るか、または、上流階級のま
ねごとに過ぎぬことが多い」という特徴をあげてい
る。また、「わが国には、民主的な形のレクリエーショ
ンというものがなかった」とし、「正しい、健康な、
できるならば上品なレクリエーションの道を開かな
ければならない」と示されている。さらに、行政に
よるその機会創出が望ましいことが書かれている。
　最後に、「この単元では、余暇の利用とその社会
的重要性を明らかにし、各自が自分に適すると思う
レクリエーションはなんであるかを考え、自分の地
方で利用できる施設や便宜を調べることにより、余
暇の進歩的利用法を研究させることを目的とする。」
と記されている。すなわち、余暇の社会的重要性に
対するアプローチとして、レクリエーションについ
ての理解・現状把握を通して、「余暇の進歩的利用
法」の「研究」を目指している。このように、上述
の要旨では、すでに「余暇善用論」の論理構成がと
られ、その解決方法としてレクリエーションの実践
が説かれているという問題構成のズレが生じている。
２．「目標」と「教材の排列」からみた単元の構造
　本節では、「一般目標」、「特殊目標」、「教材の排
列」の項目から、問題単元の構造を検討する。『要
領Ⅱ』では、「問題単元」と称される「解決しよう
とする直接の問題」の提示が単元名で示され、各
「目標」で示された考え方で、その問題の「解決に
必要な間接的問題」が「教材の排列」として設けら
れている。そこで、学習活動の流れに沿ってその対
応関係を表１に示した。以下、各教材についてレク
リエーションとの関係を検討する。
　は、余暇に関する用語の違いの認識・整理およ
びレクリエーションという新しい概念提示といえる。
　～は、社会と身近な「われわれの生活」にお
けるレクリエーションの再認識といえる。まず、生
物として、また現代の社会生活において特にレクリ
エーションが必要な背景が提示されている。これら
によって、余暇をレクリエーションのために「活用」
する認識を促している。次に、余暇利用法の知識と
能力を発展させるためにレクリエーションの種類や
方法についての知識を提供している。さらに、レク
リエーションの嗜好・適性・施設、および民主性な
どのバリエーションを示し、適時で実践できること
が意図されている。
　は、社会における余暇の「問題」へのアプロー
チといえる。レクリエーションの機会を検討するこ
とから、労働時間短縮によって労働能率向上すると
いう認識と職場レクリエーションに取り組む姿勢を
涵養させることが図られている。
　は、さらに、レクリエーション施設を通した
社会との関わりが示され、施設利用の規範的態度を
養い、最後に健康という点からレクリエーションの
程度問題に留意させている。
Ⅴ　お わ り に
　「余暇善用」を前提とした余暇の規範化とその方
法としてのレクリエーションの普及という背景が、
『要領Ⅱ』の「余暇利用」単元の内容構成に大きく
影響していることがわかった。すなわち、「われわ
れは余暇をうまく利用するには、どうしたらよいだ
ろうか」という問題単元だったが、学習内容は「わ
れわれはレクリエーションを実践するには、どうし
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たらよいだろうか」という問題に変質している傾向
がみられた。これは、アメリカ合衆国の社会科にて
「社会生活の主要機能」として取り入れられた、「余
暇善用」の実践としてのレクリエーションを、終戦
直後の日本においても同様に機能させ、レクリエー
ション運動へと帰結させる傾向ともとることができ
る。
　すなわち、大正期の享楽的な娯楽でもなく、戦中
の厚生運動でもない、そして当時の「問題」のある
余暇でもない、アメリカ由来の新しい余暇として
「レクリエーション」観が形成されていく時期であ
り、初期社会科の単元の中でも余暇時間を規範的な
表１　１９４７年版社会科学習指導要領（中学校第１学年）の「余暇利用」単元の目標と教材
教材の排列特殊目標一般目標
余暇の利用や、レクリエーションとはどういうことか。
　暇つぶし。
　余暇とその活用。
　レクリエーション。
　慰みと娯楽。
　厚生。
余暇を活用することの必要を理解し、
その価値を認識させること。
わ
れ
わ
れ
は
、
余
暇
を
積
極
的
に
活
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
ど
の
よ
う
に
社
会
生
活
を
充
実
さ
せ
、
発
展
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
か
と
い
う
認
識
。
なぜ、われわれにレクリエーションが必要なのか。
　大昔の人類は、レクリエーションを必要としたか、未開人は、余暇の利用を
するか。
　レクリエーションの必要はいつごろから感じられるようになったか。
　疲労や過労は、肉体生活の条件にどんな影響を与えるか。
　現代の文明は、社会的なレクリエーションの条件を、いかに変化させたか。
　　イ 工場の機械生産組織　　ロ 都会の生活
レクリエーションには、どんな種類や方法があるか。
　組織的でないもの
　組織的なもの
いろいろな余暇利用法の知識と能力
を発展させること。
自分は、どんなレクリエーションを好み、また、将来やってみたいと思うか。
自分に適するレクリエーションの発
見と、少ない時間にこれを楽しむ習慣
が（ママ）養うこと。
自分自身にとって、また、家庭や学校や社会でのレクリエーションをより望ま
しいものにするには、どうすればよいか。
　自身の性格・身体の条件・年齢・時間的余裕・職業・設備などの考慮。
　レクリエーションに対する個人的、社会的な欲求を充たすこと。
　　イ 戸外運動　　ロ 社会的接触　　ハ 物を構成する要求
　　ニ 無分の転換
　右のための設備の有無
　レクリエーションによる他人との協力。
集団的レクリエーションを通して、
他の人協力する態度を養うこと。
より多くレクリエーションの機械（ママ）を生み出すにはどうしたらよいか。
労働時間の短縮についての社会的意
味を理解させ労働能率の向上と、レク
リエーションの関係を認識せしめること。
工場や農村で働く人のためのレクリエー
ションの方法を具体的に考え、その改
善をはかろうとする能力を養うこと。
中央や地方の公共機関や団体は、社会のレクリエーションのために、どんな責
任を負っているか。
　市・区・町・村・郡・県・国が責任を持っている施設。
　個人的所有や、私的な経営による施設。
　社会的レクリエーションと、社会的厚生との関係。
　施設の利用者としてのわれわれの責任。
公共の休養・娯楽施設を愛護し、正
しい利用の態度を養う。
レクリエーションのより健康的な能率的な方法によって、われわれの生活を発
展させるには、どんな心がけがたいせつか。
レクリエーションをより科学的に行
おうとする習慣を養うこと。
（文部省（１９４７）『学習指導要領社会科編 （第七学年～第十学年）（試案）』より筆者作成）
余暇であるレクリエーションで埋めていく過程を見
出すことができる。そのため、「余暇利用」単元に
おいて余暇における自由についての記述がない。し
かし、より根源的な前提に立ち返ると本来的に自由
な時間である余暇が、レクリエーションとしてすべ
て「社会生活の主要機能」に帰属させるべきではな
いとも考えられるのである。くしくも、「余暇利用」
単元を習得した世代が、１９６０年代より問題化される
レジャー・ブームの担い手になっていくという皮肉
な一面もある。
　今日の問題解決学習は、時間的制約、社会的要請、
学習指導要領への準拠など様々なジレンマのもとに
実践が迫られる。解決方法がすでに明確な場合もあ
る。単元のスケールにおいては、その目標達成のた
めに短絡的な思考による解決方法とその後の系統学
習に陥ることで生徒の主体的な学びが減退すること
のないよう、課題における「問い」の構造と授業展
開の工夫に配慮する必要があることを、この「余暇
利用」単元の例から読み取ることができる。
注
１） 以下、『要領』。また、１９４７年の『学習指導要領社
会科編 （第七学年～第十学年）（試案）』については
『要領』と示す。両者とも、国立教育政策研究所「学
習指導要領データベース」
　http://www.nier.go.jp/guideline/（２０１７年１０月１８日
閲覧）より取得した。
２） 綜合生活文化研究所編（１９５０）『レクリエーション
辞典』の前記「この辞典の編集について」。ここでは、
この辞典が編集された意図が述べられている。
３） 白山源三郎（１９４９）『レクリエーション―理論と実
際―』の３つの巻頭言の一つ J. W. ノビール少佐の英
文に併記された和訳文の「序」。これに続いて、松澤
一鶴氏による「序」、白山氏の「自序」が設けられて
いる。なお、松澤氏の序文にも、「…自由の世の中で
は楽しむにも御作法があることを知り、レクリエー
ションによる個性の発展と社会に対する寄与の効果を
さとり…」とあり、ノビール氏の「序」と同様の趣旨
がうかがえる。
４） 柳田亨（１９５１）『社会体育―レクリエーション―』
の巻頭に設けられた GHQ 民事局教育部 W. P. ニブロ
氏による「推薦の辞」。続いて、人事院総裁の淺井 
氏からの「推薦のことば」、柳田氏の「はしがき」が
記され、目次へと続いている。なお、淺井氏の序文の
中にも、「余暇時間の建設的利用を指導し援助すると
いうことが焦眉の問題」という表現がみられる。 
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